
鹿児島県介護テクノロジー定着支援事業補助金交付要綱 

 

 

 （趣旨） 

第１条 知事は，今後，介護サービスの需要が更に高まる一方，生産年齢人口が急速に減少してい

くことが見込まれる中で，介護人材の確保は喫緊の課題であることから，介護現場の生産性向上

による職場環境の改善を図るため，予算の定めるところにより，第２条に定める事業者に対し，

介護ロボットやＩＣＴ機器等の介護テクノロジーの導入や定着に必要な経費について，予算の範

囲内において補助金を交付するものとし，その交付については，令和６年度（令和５年度からの

繰越分）介護テクノロジー定着支援事業実施要綱（以下「実施要綱」という。），令和６年度（令

和５年度からの繰越分）介護保険事業費補助金（介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を

通じた職場環境改善事業）（令和５年度補正予算分）交付要綱及び鹿児島県補助金等交付規則（昭

和 63 年鹿児島県規則第１号。以下「規則」という。）に定めるほか，この要綱に定めるところに

よる。 

 

 （補助事業者） 

第２条 この補助金の交付を受けて補助事業を実施する者は，介護事業所・介護施設等（介護保険

法に基づく全サービスを対象とする。以下「介護事業所」という。）とする。 

 

 （補助対象経費及び補助金額） 

第３条 補助金の交付対象となる経費及び補助金額は別表のとおりとする。ただし，別表により算

出された額に 1,000 円未満の端数が生じた場合は，これを切り捨てるものとする。 

２ 別表に掲げる事業については，交付申請年度の４月１日以降に生じた対象経費については補助

対象とすることができる。 

 

 （補助金の交付申請） 

第４条 規則第３条の補助金等交付申請書は，別記第１号様式によるものとする。 

２ 規則第３条の規定により補助金等交付申請書に添付すべき書類は，次のとおりとする。 

    経費所要額調書（別記第２号様式） 

   事業計画書（別記第３号様式） 

   収支予算書（別記第４号様式） 

   その他知事が必要と認める書類 

３ 補助金等交付申請書は，別表に掲げる事業ごとに作成し，提出するものとする。 

４ 補助金等交付申請書の提出期限は，知事の指定する日とし，その提出部数は１部とする。 

 

 （補助金の交付の条件） 

第５条 規則第５条第１項の規定による条件は，次に定めるとおりとする。 

 ⑴ 補助事業の内容等を変更しようとする場合は，知事の承認を受けなければならない。 

⑵ 補助事業を中止し，又は廃止しようとする場合は，すみやかに知事の承認を受けなければな

らない。 

⑶ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には，

すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

⑷ 補助事業者は，補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該収入及び支出



について証拠書類を整理し，かつ当該帳簿及び証拠書類を事業が完了する日（補助事業の中止

又は廃止の承認を受けた場合は，その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管して

おかなければならない。 

⑸ 補助事業により取得し，又は効用の増加した価格が 30 万円以上の機械及び器具等について

は，減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定める耐用年数を経過するまで，知事の承認を

受けないで，当該事業の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，担保に供し，又は

廃棄してはならない。 

⑹ 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には，その収入の全部又は

一部を県に納付させることがある。 

⑺ 補助事業により取得し，又は効用の増加した財産については，補助事業の完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともに，その効率的な運用を図らなければならない。 

⑻ 補助事業を行う者が から⑺までにより付した条件に違反した場合には，この補助金の全部

又は一部を県に納付させることがある。 

 

 （決定の通知） 

第６条 規則第６条の規定による補助金等の交付の決定の通知は，補助金交付決定通知書（別記第

５号様式）により行うものとする。 

 

 （補助事業の内容等の変更） 

第７条 規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は，次に定めるとおりとする。 

   補助金額の変更（ただし，補助金額の 20％以内の減額を除く。） 

   補助事業に要する経費の配分で，20％を超える増減 

   補助事業の内容の著しい変更 

２ 規則第７条第１項の補助金等変更申請書は別記第６号様式によるものとし，同項の規定により

当該申請書に添付すべき書類は次のとおりとする。 

   変更経費所要額調書（別記第２号様式） 

   事業変更計画書（別記第７号様式） 

   変更収支予算書（別記第８号様式） 

   その他知事が必要と認める書類 

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による通知は，変更承認のみを行う場合

は変更承認通知書（別記第９号様式）により，変更承認に併せて変更交付決定を行う場合は変更

交付決定通知書（別記第 10 号様式）により行うものとする。 

 

 （申請の取下げ） 

第８条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることのできる期間は，交付の決定の通

知を受けた日から起算して 15 日を経過した日までとする。 

 

 （状況報告） 

第９条 規則第 11 条第１項の規定による状況報告は，次に定めるところにより行うものとする。 

⑴ 補助事業者は，補助事業を中止し，又は廃止しようとするときは，あらかじめ中止（廃止）

承認申請書（別記第 11 号様式）による申請書を知事に提出し，その承認を受けなければなら

ない。 

⑵ 補助事業者は，補助事業が予定の期間内に完了することができないと認めるときは，その理



由及び補助事業の遂行状況を記載した書類を知事に提出して，その指示を求めなければならな

い。 

 

 （実績報告） 

第 10 条 規則第 13 条の補助事業実績報告書は，別記第 12 号様式によるものとする。 

２  規則第 13 条の規定により補助事業実績報告書に添付すべき書類は，次のとおりとする。 

   経費所要額精算書（別記第 13 号様式） 

   事業実績書（別記第 14 号様式） 

   収支精算書（別記第 15 号様式） 

   その他知事が必要と認める書類 

３ 第１項の補助事業等実績報告書の提出期限は，補助事業の完了した日から起算して 20 日以内

（規則第 11 条第２項の規定により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には，当該承認通知

を受理した日から起算して 20 日以内）又は当該年度の３月 31 日のいずれか早い日とし，その提

出部数は１部とする。 

 

 （補助金の額の確定） 

第 11 条 規則第 14 条の規定による補助金等の額の確定の通知は，補助金交付確定通知書（別記第

16 号様式）により行うものとする。 

 

 （補助金の交付の決定及び確定の通知） 

第 12 条 知事は，鹿児島県介護生産性向上総合相談センターが実施する伴走支援の対象事業所か

ら，規則第３条の規定による補助金等交付申請書を受理したときは，第４条及び前条の規定によ

らず，規則第４条及び規則第 14 条の規定に基づき補助金の交付の決定及び交付額の確定を行え

るものとし，このときの通知は，補助金交付決定及び交付確定通知書（別記第 17 号様式）によ

り行うものとする。 

２ 第４条の規定は，前項の補助金等交付申請書について準用する。この場合において，同条第２

項第１号中，「経費所要額調書（別記第２号様式）」とあるのは，「経費所要額精算書（別記第

13 号様式）」，同条同項第２号中「事業計画書（別記第３号様式）」とあるのは，「事業実績書

（別記第 14 号様式）」，「収支予算書（別記第４号様式）」とあるのは，「収支精算書（別記第

15 号様式）」と読み替えるものとする。 

 

（補助金の交付） 

第 13 条 この補助金は，精算払により交付する。ただし，知事が特に必要があると認める場合は，

概算払により交付することができる。 

２ 規則第 16 条第１項の補助金等交付請求書は，別記第 18 号様式のとおりとする。 

３ 規則第 16 条第３項の概算払申請書は，別記第 19 号様式のとおりとする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除） 

第 14 条 事業完了後に，消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額が確定した場合は，別記第 20 号様式により速やかに知事に報告しなければ

ならない。 

２ 補助事業を実施する者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社，一支所等）であ

って，自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず，本部（又は本社，本所等）で消費税及び地方



消費税の申告を行っている場合は，本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行い，当該

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部を返還するものとする。 

 

（雑則） 

第 15 条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は，令和６年 10 月 16 日から施行し，令和６年度予算に係る補助金に適用する。 



別表（第２条，第３条関係） 

事業名  介護ロボット導入支援事業 

事業目的 

 

 介護事業所が介護ロボット等を導入する際の支援を行うことにより，介護従事

者の身体的負担の軽減や業務の効率化など，介護従事者が継続して就労するため

の環境整備や介護サービスの質の向上を図る。 

対象経費 

 

 

 実施要綱４⑴ア(ア)に定める介護ロボット及び４⑴ア(イ)に定めるその他の機

器等の導入に係る経費並びに４⑶ア(イ)に定める見守り機器の導入に伴う通信環

境整備に係る経費 

 なお，対象経費には，リース費用も含むが，令和６年度中に係る経費のみが対

象となる。 

補助額 

 

 

補助対象となる介護事業所ごとに，次の⑴により算出された額と⑵に掲げる基

準額とを比較して，少ない方の額を補助額とする。 

 

１ 介護ロボット及びその他の機器等 

⑴ 補助率による算出 

１機器につき，対象経費の実支出額に次の補助率を乗じた額 

                     ‥‥ ３／４ 

⑵ 基準額 

➀ 実施要綱４⑴ア(ア)に定める介護ロボット 

「移乗支援」，「入浴支援」      ‥‥ １００万円 

上記以外               ‥‥  ３０万円 

② 実施要綱４⑴ア(イ)に定めるその他の機器等    

‥‥ １００万円 

 

２ 見守り機器の導入に伴う通信環境整備 

⑴ 補助率による算出 

１介護事業所につき，対象経費の実支出額に次の補助率を乗じた額 

                       ‥‥ ３／４ 

⑵ 基準額 

実施要綱４⑶ア(イ)に定める見守り機器の導入に伴う通信環境整備経費                   

‥‥ １５０万円 

 

３ 補助台数の制限 

 １介護事業所あたりの限度台数は，利用定員数に０．２を乗じて得た数（小

数点以下切り捨て。ただし，１未満は１）とする。 

 ただし，鹿児島県介護生産性向上総合相談センターが実施する伴走支援の対

象事業所については，この限りではない。 

 



補助要件 次に掲げる⑴～⑹を満たすことを補助要件とする。 

⑴ 本事業による導入・活用により，業務の改善・効率化等が進められ，職員の

業務負担軽減やサービスの質の向上など生産性向上が図られるとともに，収支

の改善が図られた場合には，職員の賃金へも適切に還元することとし，その旨

を職員等に周知すること。 

⑵ 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施する「SECURITY ACTION」の

「★一つ星」又は「★★二つ星」のいずれかを宣言すること。加えて，個人情

報保護の観点から，十分なセキュリティ対策を講じること。 

⑶ 鹿児島県介護生産性向上総合相談センターなどが実施する「介護現場におけ

る生産性向上の取組に関する研修・相談等」又は「第三者による業務改善支

援」による支援を受けること。 

⑷ 厚生労働省が発行する「介護サービス事業における生産性向上に資するガイ

ドライン」等の資料を参考に業務改善に取り組み，実施要綱６「業務改善計画

の作成及び効果の報告・公表」に基づき，業務改善計画を作成すること。 

⑸ 科学的介護情報システム（LIFE）による情報収集に協力すること。 

⑹ 厚生労働省等が実施する効果検証事業等に可能な限り協力すること。 

業務改善 

計画 

補助を受ける介護事業所は，業務改善計画（別添様式）を作成し，申請時に提

出すること。なお，業務改善計画の１計画につき，１回の補助とする。 

業務改善に

係る効果の

報告 

介護事業所は，補助を受けた年度の内容を当該年度の翌年度に，知事に報告す

るものとし，補助を受けた翌年度から３年の間，補助を受けた事業所において当

該計画で定めた内容に対する効果を報告するものとする。具体的な報告内容や報

告方法，報告期限等の詳細については，別途通知する。 

留意事項 他の補助金等によって助成されているものは，本事業の補助対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事業名  介護サービス事業所ＩＣＴ導入支援事業 

事業目的 

 

 介護事業所が介護ソフトなどのＩＣＴ等を導入する際の支援を行うことによ

り，介護記録・情報共有・報酬請求等の業務の効率化や介護サービスの質の向上

を図る。 

対象経費 

 

実施要綱４⑵ア(ア)から(オ)に定める，次の⑴から⑸の導入に係る経費 

なお，対象経費には，リース費用も含むが，令和６年度中に係る経費のみが対

象となる。 

⑴ 介護ソフト等 

⑵ タブレット情報端末 

⑶ 通信環境機器等 

⑷ 保守経費等 

⑸ その他 

補助額 補助対象となる介護事業所ごとに，次の⑴により算出された額と⑵に掲げる基

準額とを比較して，少ない方の額を補助額とする。 

⑴ 補助率による算出 

対象経費の実支出額に次の補助率を乗じた額 

                  ‥‥ ３／４ 

⑵ 基準額 

 ① 職員数が１名以上１０名以下  ‥‥ １００万円 

 ② 職員数が１１名以上２０名以下 ‥‥ １６０万円 

 ③ 職員数が２１名以上３０名以下 ‥‥ ２００万円 

 ④ 職員数が３１名以上      ‥‥ ２６０万円 

補助要件 次に掲げる⑴～⑹を満たすことを補助要件とする。 

⑴ 本事業による導入・活用により，業務の改善・効率化等が進められ，職員の

業務負担軽減やサービスの質の向上など生産性向上が図られるとともに，収支

の改善が図られた場合には，職員の賃金へも適切に還元することとし，その旨

を職員等に周知すること。 

⑵ 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施する「SECURITY ACTION」の

「★一つ星」又は「★★二つ星」のいずれかを宣言すること。加えて，個人情

報保護の観点から，十分なセキュリティ対策を講じること。 

⑶ 鹿児島県介護生産性向上総合相談センターなどが実施する「介護現場におけ

る生産性向上の取組に関する研修・相談等」又は「第三者による業務改善支

援」による支援を受けること。 

⑷ 厚生労働省が発行する「介護サービス事業における生産性向上に資するガイ

ドライン」等の資料を参考に業務改善に取り組み，実施要綱６「業務改善計画

の作成及び効果の報告・公表」に基づき，業務改善計画を作成すること。 

⑸ 科学的介護情報システム（LIFE）による情報収集に協力すること。 

⑹ 厚生労働省等が実施する効果検証事業等に可能な限り協力すること。 

業務改善 

計画 

補助を受ける介護事業所は，業務改善計画（別添様式）を作成し，申請時に提

出すること。なお，業務改善計画の１計画につき，１回の補助とする。 

業務改善に

係る効果の

報告 

介護事業所は，補助を受けた年度の内容を当該年度の翌年度に，知事に報告す

るものとし，補助を受けた翌年度から３年の間，補助を受けた事業所において当

該計画で定めた内容に対する効果を報告するものとする。具体的な報告内容や報

告方法，報告期限等の詳細については，別途通知する。 

留意事項 他の補助金等によって助成されているものは，本事業の補助対象外とする。 


